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障害者総合支援法・児童福祉法の改正
～家族の視点からの展望と課題～



＜議論の検討事項概要＞

1．地域における障害者支援
２．障害児支援について
３．障害者の就労支援について
４．精神障害者に対する支援について

５．障害者の居住支援（3/11）

６．障害者の相談支援

７．障害者の就労支援

障害者総合福祉法改正法３年後の見直し
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８．精神障害者等に対する支援

９．障害者福祉サービス等の質の確保・向上

10.制度の持続可能性の確保

11.居住地特例

12.高齢の障がい者に対する支援等

13.障害者虐待の防止

14.地域生活支援事業

15.意思疎通支援

16.療育手帳の在り方
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• 地域生活を支える支援について
・入所施設や病院からの地域移行が進まない。
安心できる暮らしの形が見て取れない。
・重度障害者を受け止められる事業所や支える
人材が少ない。
・入所施設を利用している障害者は概ね重度の
人が多い。
（特に強度行動障害者の支援が課題）
・地域の福祉サービス事業所で、利用を拒否
されたり、直ぐには受け入れられないと渋られ
たりしている。
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地域における障害者支援



・重度障害者を受け止めようとする通所事業所や

GHを、支援しバックアップする仕組みが必要では。

（GHは少人数の利用者だが、支援者もチームの支援

になりにくいため、課題を抱え込む傾向がある）

・本人の意思・選択を重視するとしても、意思決定支援

を行う職員の力量と、本人が体験し選ぶ経験が無い

と難しい。

・地域で新たにGH等をスタートさせる時、入所支援の

ノウハウを活かすための仕組みと（夜間支援・強度行

動障害者の等）実習や研修を行い、バックアップして

行くことも必要では。。

・入所支援の今後の役割りを明確に示すべき。
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• 日中支援型GHは、重度の障害者や病気がちで日中の通
所サービスに行きにくい人には良いサービスだと思う。

• 現状は、報酬単価が他のGHよりも高めなため、営利企業
が沢山参入し、区分は重度でも身体障害者を多く受け止
めており、知的・発達障害の重度の人は断られている。医
療的ケアが必要な人や高齢障害者も断られている。（制
度の目指している物になっていない。）

• 重度の知的・発達障害者を受け入れて、真面目に良い支
援をしてくれるように、申請時の審査や開所してからの第
三者による評価を重視し、指導・勧告をして欲しい。

日中支援型GH
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• 居住支援とは、障害のある人達の「人生を預かる」「命
を預かる」事であるので、相応の支援体制が必要。

• 一人暮らしは、障害の特性で必要な方もおられ、重度
のではない方は、希望される方も多いが、アパート等
の賃貸契約の際に、障害者では契約してもらえない。
（保証人支援が必要）

• GHは家賃補助があるので何とか暮らしていける人も
おれれるが、地域のアパートでの暮らしは家賃補助が
ないため、基礎年金だけでは暮らしていけない。

• 重度障害者の暮らしを支えるには、起床～朝食時

夕食～入浴・就寝時、外出時に重度包括支援など、

職員の増員が必要。

居住支援について
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• 全国的に面的整備が多い状況

• 地域生活拠点の連携が機能していないため、
緊急時に上手く対応してもらえない。

• コーディネートをできる人員が必要。

• かかわる事業所の法人の垣根を越えた支援が
必要。

• 地域の全ての障害者を、その地域の事業者皆
で支えるといった思いを持て欲しい。

地域生活支援拠点の整備
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• 相談支援事業所は、障害者に不可欠な事業であるが報
酬が低いため経験者を置かない事業所もあり、計画相談
などで課題がある。

• 全国的にセルフプランが多く、家族が現在の継続を書き
、先を見通したプランになっていない場合も多い。

• 福祉サービスを利用していないなどで相談支援事業所と
つながっていない家庭の状況把握は重要で、家族崩壊の
予防にもなるため仕組みを作るべき。

• GHから一人暮らしや地域生活支援拠点でも自立支援協
議会の役割りは大きいが、現実は困難事例解決の

報告会のようになっている協議会も多い、本来の役割を

果たせるように、仕組みを整える必要がある。

相談支援
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• 市町村によっては、６５歳になると介護保険に移行すると
言っているところがあり、障害福祉サービスが使えなくなっ
てしまう市町村もあり、更なる指導が必要。

• 高齢障害者には、共生型サービスがあるが、障害から介
護が極端に少ないのは、報酬が介護報酬の９２％が原因
ではないかと思われる。

• 高齢障害者用の高額障害者福祉サービス費は、65歳以
降の介護保険利用者負担を軽減する制度で良い制度で
ある。しかし、60歳までに生活介護や短期入所の支給決
定を受けていることが条件になていて、定年まで働いて
いた人や６３歳まで就労系事業所を利用し、64歳から生
活介護に移行した人も対象になるように要件を変更すべ
き。

高齢障害者に対する支援
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• 障害児サービスは、令和5年４月から、新設される

「子ども庁」の移管される。

・ 子どもも大人も使うサービスは、共管となり厚生労働

省と子ども庁が連携を取って行うことになる。

・ 子どもの支援は、文部科学省、厚労省、子ども庁と3

つの省庁が関係するため、複雑にないそう。

・ 移管される事業は１４あり、縦割り行政にならない様に

注視し、声を上げて行く必要がある。

障害児サービス
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